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 国立大学法人兵庫教育大学に対し日頃より温かいご理解とご支援を賜り、深く感謝
申し上げます。 
 本学をはじめとする国立大学法人には、自主的・自律的な大学運営や改革の期待が
寄せられている一方で、国民や社会に支えられる大学としての説明責任が厳しく求め
られています。 
 本学では法的に義務づけられている財務諸表の公表とは別に、財務レポートを平成
22年度から自主的に作成し公表しています。このたびの「財務レポート2018」は、
平成29事業年度財務諸表に基づき、具体的な運営の内容や会計処理の解説も加えて、
本学を支えてくださる学生・保護者の皆様、学校・自治体や企業の皆様、そして国民
の皆様など多くの方々に、よりわかりやすく情報発信することを目的として作成して
います。 
 

 本学は、学校現場の現職教員の研修研鑽と新人教員養成を両輪とした極めてミッションの明らかな大学
であり、平成30年度に創立40周年を迎えました。1978年の創立当初から、学校現場に内在する今日的
課題の解明に資する教育研究活動を展開し、教育委員会等と大学の密接な連携協力を図るという、現在で
もそのまま通用する課題に取り組み、常に国の施策や時代に対応した教育を展開しています。これまでに
大学院学校教育研究科の修了生総数は9,661名、学校教育学部の卒業生は6,143名、また連合学校教育学
研究科(博士課程)では学位取得者が448名となりました。大学院修了生総数が1万人を超えるまでに発展
し、全国の学校教育現場における修了生の優れた実績は、本学が誇りとするところです。また、学部卒業
生では、校長・教頭等管理職が、兵庫県内だけでも100名以上誕生しています。このように本学は、創立
時の要請に応え、着実に日本の教育界の進展に寄与してきました。 
 研究面においては、学校教育に関わる多様な教育実践や教育に関する諸課題に対して、実証的な研究方
法を用いることにより「教育実践学」を確立するとともに、高度な研究指導能力を有する実践者及び実践
に根ざした研究者を育成するため、4大学で構成する連合学校教育学研究科を1996年に設置し、博士
（学校教育学）を授与しています。2019年度からは新たに2大学を加え、構成大学を6大学に拡充しま
す。また、グローバル時代に対応して、海外協定大学とさまざまな交流事業を行っています。このように
本学は全国の教員養成系大学の中でも誇るべき地位を確立しており、これからも「教師教育のトップラン
ナー」として、わが国の教員養成、教育政策等を牽引していく所存です。 
 
 本レポートにより兵庫教育大学の財務状況をご理解いただくとともに、引き続き兵庫教育大学への温か
いご支援、ご協力を賜りますようお願い申し上げます。 

 

                              兵庫教育大学長 福 田 光 完 

 本学は教員の資質能力の向上と学校教育の改善を求める社会的要請に応えるために、次のミッションと
ビジョンを掲げております。 

[ミッション] 
 

「現職教員に対する高度な専門性と実践的指導力の育成」 
 １．現職教員に対し，教育現場の課題を踏まえた学びの場を提供

することにより，専門職として高度な専門性と実践的指導力

を育成します。  

  

「実践力に優れた新人教員の養成」 
 ２．豊かな教育環境を生かして，実践力と人間性に優れた新人教

員を養成します。また，教育大学の特性を生かして，学校教

育分野の心理専門職を養成します。  

 

「教育実践学の推進」 
 ３．学校教育に関する理論と実践を融合した研究（「教育実践

学」）を推進し，優れた研究者を養成します。  

  

「教師教育の先導的モデルの構築 」 
 ４．国内外の学校教育の課題やニーズを不断に捉え，新しいカリ

キュラムや教育方法を主体的に改善・開発することにより，

教員養成・研修の先導的モデルとなります。 

   

「教育研究成果の国内外への発信 」 
 ５．教育と研究の成果を地域や広く国内外に発信し，学校の教育

活動に生かします。  

 

[ビジョン] 

 
「教師教育のトップランナー」 

 ○ 高い専門性と確かな実践力を備えた教員を養成するととも

に，先導的な教育研究を推進して，教師教育の実践と研究

における全国拠点（ナショナルセンター）並びに地域拠点

（リージョナルセンター）となります。  

 

 
「学生の持てる力を最大限に引き出す大学」 

 ○ 質の高い教育内容と充実した学習環境を提供して，学生一

人ひとりがその可能性を最大限に伸ばし，高い達成感と満

足感を得られる大学となります。 

 

 
「成長し続ける大学」 

 ○ 時代に即応する教育研究と大学運営を効果的に遂行できる

環境を整備して，教職員の帰属意識を高め，成長し続ける

大学となります。 

 

 

 

 

  

１ ごあいさつ 

２ 兵庫教育大学の「ミッション」と「ビジョン」 



３ 数字で知る兵庫教育大学 



【単位：百万円】

【平成30年3月31日】

（対前年増減） （対前年増減）

　固定資産 12,960 △ 150 　固定負債 2,420 △ 79

　　　土地 7,333 0 　　　資産見返負債 2,401 △ 44

　　　建物 3,276 △ 102 　　　長期リース債務 18 △ 35

　　　構築物 191 △ 6

　　　工具器具備品 129 △ 57 　流動負債 732 37

　　　図書 1,932 △ 38 　　　運営費交付金債務 134 96

　　　建設仮勘定 0 0 　　　寄附金債務 44 4

　　　その他の固定資産 99 54 　　　未払金 369 △ 63

　　　リース債務 55 0

　　　その他 131 0

　流動資産 708 70

　　　現金及び預金 655 69 　純資産 10,516 △ 37

　　　有価証券 0 0 　　　政府出資金 12,418 0

　　　その他の流動資産 53 1 　　　資本剰余金 1,812 131

　　 　  損益外減価償却累計額 △ 3,881 △ 252

　　　目的積立金 70 70

　　　積立金 0 0

　　　　　前期中期目標期間繰越積立金 13 0

　　　当期未処分利益 84 15

資産　合計 13,668 △ 79 負債・純資産　合計 13,668 △ 79

　　　　　　　　資産の部 　　　　　　　負債の部

　　　　　　　純資産の部 （対前年増減）
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４ 貸借対照表（Ｂ／Ｓ） 

 貸借対照表は、本学の財政状態を明らかにするために、決算日（毎年３月３１日）において本学がど
のくらい資産を保有し、外部にどのくらい債務を負っているのか、基盤となる純資産がどのくらいある
のかを示したものです。 

 ※記載金額は百万円未満を四捨五入しているため、合計額が一致しない場合もあります。 
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固定資産 流動資産 

 資産の約９割は土地、建物等の固定資産により構
成され、平成16年４月の国立大学法人化により国
から承継されたものも含まれています。 
 計画的に施設等の整備・維持・充実を図っていま
す。 

○ 平成30年度から加東キャンパス嬉野台地区とＪＲ新三田駅間を
日常的に結ぶ兵教シャトル便を1日6便、新規に運行するため、マイクロ
バスを整備しました。兵教シャトル便は、授業時間やＪＲ快速の運行に
対応しており、本学の学生・教職員だけでなく、受験生や保護者、一般
の来学者も利用することができます。 

○ 期末における現金･預金は、主に年度末の未払
金見合や寄附金等外部資金の繰越額等から構成さ
れています。 
 その他の流動資産には、免除申請による未収学生
納付金収入や、受託事業費等の未収入金がありま
す。 

固定資産 

13,668百万円 

対前年度 ▲79百万円  

※対前年増減 

（１） 資産の部 

○ 兵庫県加東市内に約491,007㎡の広大な土地を有し、自然豊か
な静かな環境の中に加東キャンパスを有しています。 
 また、神戸市にも神戸ハーバーランドキャンパスを有しており、仕事を終
えた現職教員等が夜間に大学院の授業を受講することができます。 

[単位：百万円] 

土地 7,333百万円 増減なし 

建物 3,276百万円 102百万円減 

構築物 191百万円 6百万円減 

工具器具備品 129百万円 57百万円減 

図書 1,932百万円 38百万円減 

その他 99百万円 54百万円増 

現金及び預金 655百万円 69百万円増 

その他 53百万円 1百万円増 

流動資産 

※対前年増減 

※対前年増減 

▲加東キャンパス風景 

▼神戸ハーバーランドキャンパス外観 

▲平成30年度より運行開始した新三田シャトル便 
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固定負債 流動負債 

 負債は会計基準上の分類である固定・流動の別の他、
将来的に支払義務を負う借入金等の負債と支払義務の
ない資産見返負債等の負債にも分類できます。経営上
は前者の増減に注意を必要とする一方、後者の資産見
返負債は運営費交付金等により取得した償却資産の簿
価相当額（取得価格から減価償却累計額等を控除した
額）であり、法人の活動コストを賄うものとして減価
償却費に応じて最終的には全て収益に振り替えられま
す。 
 
 
 

○ 資産見返負債とは 
 資産見返負債は国立大学会計の特有の勘定科目で、
固定資産の取得額と同等額を資産見返負債に計上し、
対象資産の減価償却額と同額を収益へ振り替えることで、
損益を均衡させる仕組みとなっています。 

○ 運営費交付金債務とは 
 国から交付を受けた運営費交付金は、一旦負債として
計上した後、期間進行基準、費用進行基準、業務達
成基準の３つの基準により、それぞれの基準にそって収益
に振り替えていきます。 
○ 寄附金債務とは  
  企業・団体や個人の皆様から本学へお寄せいただいた
寄附金は受入時には、一旦、寄附金債務として整理し、
経費の執行に伴い同額を収益に振り替えていきます。 
○ 未払金とは  
  年度末時点の未払金残高です。大半は翌年度の4
月に支払いが行われています。 

○ 純資産には、平成16年度の法人化にあたって国か
ら出資を受けた資本金と、主に施設費や目的積立金を
財源とした償却資産等の取得に伴う資本剰余金と、各
年度の損益計算から発生した利益（又は損失）である
利益剰余金があります。 
 利益剰余金のうち当期未処分利益については文部科
学大臣の承認を経て、積立金又は目的積立金に振り
替えられます。  

固定負債 

流動負債 

 純資産には、主に国立大学法人化の際に国から承継
した資産から負債を差し引いた額からなります。 
 資本金（政府出資金）の他に、資本の増減取引によ
り発生する資本剰余金と、損益計算より生じる利益か
ら構成された利益剰余金があります。 

3,152百万円 

対前年度 ▲42百万円  

10,516百万円 

対前年度 ▲37百万円  

（２） 負債の部 

（３） 純資産の部 

[単位：百万円] 

[単位：百万円] 

資産見返負債 2,401百万円 44百万円減 

長期リース債務 18百万円 35百万円減 

運営費交付金債務 134百万円 96百万円増 

寄附金債務 44百万円 4百万円増 

未払金 369百万円 63百万円減 

短期リース債務 55百万円 増減なし 

その他 131百万円 増減なし 

資本金 12,418百万円 増減なし 

資本剰余金 ▲2,069百万円 121百万円減 

利益剰余金 167百万円 85百万円増 

※対前年増減 

※対前年増減 

※対前年増減 



【単位：百万円】

【平成29年4月1日～平成30年3月31日】

（対前年増減） （対前年増減）

　業務費 4,242 △ 266 　運営費交付金収益 3,296 △ 142

　　　教育経費 760 △ 46 　学生納付金収益 922 △ 18

　　　研究経費 145 △ 4 　外部資金収益 87 △ 10

　　　教育研究支援経費 150 8 　施設費収益 18 △ 2

　　　人件費 3,126 △ 217 　補助金等収益 17 △ 37

　　　受託研究・受託事業費等経費 60 △ 8 　その他 237 8

　一般管理費 248 40

　財務費用 2 0

経常費用　計 4,492 △ 227 経常収益　計 4,576 △ 201

臨時損失 1 0 臨時利益 1 0

当期総利益 84 15 目的積立金取崩額 0 △ 12

合計 4,577 △ 213 合計 4,577 △ 213

　　　　　　　経常収益　　　　　　　経常費用

学生納付金 
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５ 損益計算書（P／L） 

 損益計算書は、一会計期間（４月１日～３月３１日）において、国立大学法人が教育、研究などの業務を実施
するために要した費用と、これに対応するすべての収益を表示することにより、本学の運営状況を明らかにするものです。 

※記載金額は百万円未満を四捨五入しているため、合計額が一致しない場合もあります。 
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教育経費 研究経費 教育研究支援経費 

受託研究・受託事業等経費 人件費 一般管理費 

財務費用 

 各教員が行う研究に要する経費です。研究のために取得する備
品、研究設備の維持、また、研究会や学術発表などの開催、参
加費用などが含まれます。 
 本学では、附属学校園に勤務する教員にも研究費を配分し、
研究活動を推進しています。 

 教育研究支援経費は、附属図書館、情報処理センター等、大
学全体の教育・研究双方を支援するために要する経費を対象とし
ています。 

  正課教育など学生等に対し行われる教育に要する経費です。ま
た、奨学費（授業料等の免除および奨学金の給付）、講義室、
学生寄宿舎などの教育環境の維持費用等が含まれます。 
 なお、本学は連合大学院大学の基幹校であり、構成大学に対
して配分している委託費も教育経費に含まれています。 

4,492百万円 

対前年度 ▲227百万円  

（１） 経常費用 

教育経費 760百万円 46百万円減 

研究経費 145百万円 4百万円減 教育研究支援経費 150百万円 8百万円増 

※対前年増減 

※対前年増減 ※対前年増減 

[単位：百万円] 

[単位：百万円] 

[単位：百万円] 

[単位：百万円] 

 本学では、修学上の経済的支援として授業料・入学料の免除を行っ
ています。 
 また、本学独自の奨学金制度を多数設けています。 

平成29年度実績 

区 分 人数 実績額 

入学料免除者 １８人 ４百万円 

授業料免除者（※） ２８９人 ６９百万円 

各種奨学金受給者 ６３人 ７百万円 

▲授業風景 ▲国際交流プログラム ▲国際シンポジウム 

 ※ 前期後期の累計 
（半額等一部免除者を含む） 
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人件費 

 一般管理費は、法人全体の管理運営を行うために要する経費
を対象とします。具体的には役員会等の会議の運営にかかる経
費、事務局の業務に要する経費、教職員の福利厚生にかかる経
費などがこれにあたります。 
 また、学生募集等の広報活動にかかる経費も一般管理費に計
上されます。 
 

 人件費は、役員人件費、教員人件費、職員人件費に区分さ
れ、法人が雇用する者の給与、賞与、諸手当、退職給付金等の
費用が含まれます。 
 また、国からの国立大学改革強化推進補助金（優れた若手
研究者の採用拡大）による人件費も含まれます。 
 ただし、受託事業費等にかかる人件費については受託事業費
等に計上されます。 

 受託研究、共同研究及び受託事業の実施に要する経費です。 
 研究者個人に交付される科学研究費補助金等はここには含ま
れません。 

（１） 経常費用（つづき） 

人件費 3,126百万円 217百万円減 一般管理費 248百万円 40百万円増 

受託研究・受
託事業等経費 

60百万円 8百万円減 

※対前年増減 ※対前年増減 

※対前年増減 

[単位：百万円] [単位：百万円] 

[単位：百万円] 

▲小野市との地域連携事業「理科＆科学の地域
でのサイエンス祭」 

▲加東市受託事業「地域子育て支援拠点事
業」による子育て支援ルーム「Genki」の運営 

▲文部科学省委託事業「教職 
課程における質保証・向上に 

係る取組の調査研究」 

▲文部科学省委託事業「新しい時代に対応する
学校管理職マネジメント研修」 
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運営費交付金収益 学生納付金収益 外部資金収益 補助金等収益 

寄附金等収益 施設費収益 資産見返負債戻入 その他 4,576百万円 

対前年度 ▲201百万円  

（２） 経常収益 

 授業料、入学料、検定料などの学生納付金による収益です。 
 授業料免除分・入学料免除分も含まれます。 
 

 業務運営を行うため国から措置される交付金による収益です。 
 運営費交付金の内容により、期間進行基準、業務達成基準、
費用進行基準の３つの基準に基づき収益化されます。 

○ 運営費交付金の収益化について 
 
  収益化の時期についてはそれぞれの業務により異なります。 
  下記の３つの収益化基準に基づき、収益計上を行います。 

収益化の基準 収益化の時期 主な適用事業 

期間進行基準（原則） 一定の期間の経過に応じて収益化 通常業務 

業務達成基準 業務の達成度に応じて収益化 プロジェクト事業等 

費用進行基準 業務のための費用発生時に収益化 退職手当等特定の支払いのために措置されたもの 

運営費交付金
等収益 

3,296百万円 142百万円減 
学生納付金収
益等 

922百万円 18百万円減 

※対前年増減 ※対前年増減 

[単位：百万円] 

[単位：百万円] [単位：百万円] 
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施設費収益 

（２） 経常収益（つづき） 

 施設費により措置されたもののうち、資本を構成しない修繕費、附
帯事務費等の費用化された額に対応する収益です。 

 国等から交付された補助金等の受入に伴う業務実施収益です。
費用の進行とともに収益されます。 

 固定資産取得の際、負債に計上した取得財源毎の資産見返負
債を減価償却費の発生に対応して取り崩します。国立大学法人会
計特有の科目です。 

○ 資産見返負債と資産見返負債戻入 
 
 運営費交付金により償却資産を取得した場合には、資産相当額の運営費交付金債務を一旦「資産見返運営費交付金
等」（資産勘定）に振り替え、プールしておきます。そして当該資産の減価償却費（費用勘定）の計上に応じて、同額の資
産見返運営費交付金等を取り崩し、「資産見返運営費交付金等戻入」（収益勘定）を計上します。これにより費用と収
益が対応し、損益を均衡させる仕組みとなっています。 
 また、財源が寄附金の場合は、「資産見返寄附金」、補助金の場合は「資産見返補助金等」として、財源別に処理してい
ます。 

施設費収益 18百万円 2百万円減 補助金等収益 17百万円 37百万円減 

資産見返負債
戻入 

110百万円 12百万円増 

※対前年増減 ※対前年増減 

[単位：百万円] [単位：百万円] 

[単位：百万円] 

 受託研究、共同研究、受託事業、寄附金などの学外資金の受
入に伴う業務実施分の収益です。（科学研究費補助金等は含
みません。） 
 費用の進行とともに収益されます。 

外部資金収益 87百万円 10百万円減 

※対前年増減 

[単位：百万円] 

※対前年増減 
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６ 大学運営を支える資金  

 
 

 
 

●学生納付金 （授業料・入学料・検定料） 

 平成２９年度における学生納付金収入は約９億２千万円、本学の運営収入の約２０％（決算報
告書ベース）を占めており、本学の主要な収入の一つです。 

 国立大学法人における授業料、入学料および検定料は、「国立大学等の授業料その他の費用に
関する省令」に定める標準額を踏まえ、各法人が「一定の範囲内」で定めることになっています。 

 本学では、標準額と同額に設定しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●学生納付金以外の主な自己収入 

 学生納付金以外にも自己収入財源として、学生寄宿舎料、免許状更新講習等の講習料、職員宿
舎料、心理臨床面接料、施設等の貸付料等があります。主な自己収入額は次のとおりです。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本学の授業料等 

（１） 自己収入 

[単位：百万円] 

[単位：百万円] 

授業料（年額） 535,800円 

入学料 282,800円 

検定料 
学部 17,000円 

大学院 30,000円 

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

H25 H26 H27 H28 H29

5 5 6 6 7 
7 6 5 5 5 

21 19 19 21 19 

19 20 22 21 21 

41 40 37 33 28 

93 90 89 
86 80 

施設等の貸付料 心理臨床面接料 職員宿舎料 免許状更新講習等講習料 学生寄宿舎料 
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運営費交付金交付額の推移 

特殊要因運営費交付金(退職手当等） 

基幹運営費交付金(機能強化経費） 

基幹運営費交付金（一般経費等） 

特別運営費交付金（プロジェクト事業等） 

一般運営費交付金 

 

 ●運営費交付金 

 国立大学法人の業務運営の財源として、運営費交付金（平成２９年度の交付額は、３５億円で本学
の運営収入の約72.7％（決算報告書ベース）が措置されています。 

 第３期中期目標期間における運営費交付金は、これまでの「一般運営費交付金」、「特別運営費交
付金」の区分が見直され、「基幹運営費交付金」が新設されました。 

 また、文部科学省において、各大学の機能強化の方向性に応じた取組をきめ細かく支援するため、
３つの重点支援の枠組みが設けられ、機能強化促進係数による財源を活用し、機能強化にとり組む大
学へ重点配分されることとなりました。 

 
 過去5年間の本学の運営費交付金の経年推移は下記グラフのとおりです。 

※ 平成２５年度は、国家
公務員の給与削減に相当す
る運営費交付金の削減がな
されたことにより大幅に減
少しております。 

（２） 国からの財源措置 

●施設整備費補助金・施設費交付金 

 国立大学法人の施設整備事業の主な財源として、国から交付される施設整備費補助金（平
成29年度交付額127百万円）と、独立行政法人大学改革支援・学位授与機構（旧国立大学
財務・経営センター）から措置される施設費交付金（平成29年度交付額22百万円）があり、
これらの経費をもとに大学の施設整備を行っています。 
 

[単位：百万円] 

▲受変電設備整備 ▲発達心理臨床研究センター 
バリアフリー改修 

▲教育子午線ホール改修 
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 外部資金等の受入には、下記に示すように国からの競争的資金に相当する補助金、個人や企業の
皆様の御厚意による寄附金、企業や自治体等と協力して研究や事業を行う受託研究、受託事業等の
様々な形態があります。 
 そのなかで、研究者個人に交付される科学研究費補助金等の直接経費の収入支出は“預り金”の
増減として扱われるため、貸借対照表上にその期末時点の残高のみが表示され、損益計算書上の費
用、収益には含まれていません。 
 なお、科学研究費補助金等を獲得した研究者の研究開発環境の改善や研究機関全体の機能向上に
活用するために所属機関へ交付されている間接経費については、研究関連収益として本学の収益と
して扱われます。 

 

（３） 外部資金の状況 

補助金 

国等からの特定の事業に対して
交付される補助金です。 

受託研究・受託事業費 

国、地方自治体、企業等との契
約に基づき研究や事業を連携協
力して行うものです。 

科学研究費補助金等 

基礎から応用までのあらゆる分
野の学術研究の発展を目的とし
て研究代表者等に交付される補
助金です。（直接経費について
は財務諸表の収益には含まれま
せん。） 

寄附金 

企業や地域の皆様からの教育研
究の奨励を目的としてお寄せい
ただいた資金で、学術研究や教
育の充実に活用しています。 

[単位：百万円] 

[単位：百万円] 

平成29年度 外部資金内訳 

99  

(49.5%) 
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【単位：百万円】

（対前年増減）

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー 181 45

人件費支出 △ 3,229 90

その他の業務支出 △ 1,116 64

運営費交付金収入  3,454 △ 38

学生納付金収入 846 △ 18

その他の業務収入 225 △ 54

国庫納付金の支払額 0 1

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー △ 132 100

有価証券の償還(売却)による収入 0 0

有価証券の取得による支出 △ 50 △ 50

定期預金の払戻による収入 9 5

定期預金への支出 △ 88 106

固定資産の取得による支出 △ 153 △ 47

施設費による収入 149 86

利息の受取 0 0

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー △ 58 2

ファイナンスリース債務の返済による支出 △ 56 1

利息の支払額 △ 2 0

Ⅳ 資金に係る換算差額 0 0

Ⅴ 資金増加額 △ 9 147

Ⅵ 資金期首残高 357 △ 155

Ⅶ 資金期末残高 349 △ 8

通常の業務の実施に

かかる各事業収入や人

件費支出などの資金の

動きを表しています。

将来に向けた運営基

盤確立のための固定資

産の取得や資金運用な

どの資金の動きを表し

ています。

業務活動及び投資活

動を維持するための借

入金などの調達・返済

にかかる資金の動きを

表しています。

貸借対照表の現金及

び預金勘定から定期預

金（約３億６百万円）を

差し引いたものとなりま

す。

７ キャッシュ・フロー計算書の概要 

  キャッシュ・フロー計算書は、一会計期間におけるキャッシュ・フローの状況を「業務活動」・
「投資活動」・「財務活動」の３つの区分で表示するものであり、貸借対照表及び損益計算書と同時に、
本学の活動全体を対象とする重要な情報を提供するものです。 

※記載金額は百万円未満を四捨五入しているため、合計額が一致しない場合もあります。 



【単位：百万円】

（対前年増減）

Ⅰ　業務費用 3,378 △ 191

（１）　損益計算書上の費用 4,493 △ 227

（２）　（控除）自己収入等 △ 1,115 36

Ⅱ　損益外減価償却等相当額 253 0

Ⅲ　損益外減損損失累計額 0 0

Ⅳ　損益外利息費用累計額 0 0

Ⅴ　損益外除売却差額相当額 0 0

Ⅵ　引当外賞与増加見積額 △ 3 △ 1

Ⅶ　引当外退職給付増加見積額 △ 29 △ 57

Ⅷ　機会費用 4 △ 2

Ⅸ　（控除）国庫納付額 0 0

Ⅹ　国立大学法人等業務実施コスト 3,603 △ 251

損益計算書の費用から

授業料収益や外部資金

収益などの自己収入等を

差し引いたものです。

国立大学法人会計の特

徴により国立大学法人で

は国から出資された資産

等特定の資産の減価償

却及び一部賞与や退職

手当金が費用として損益

計算書に計上されないも

のがあります。

その損益計算書に含ま

れない国民の皆様の負

担額を表しています。

国等の資産を利用する

際に、国立大学法人であ

ることで免除・軽減されて

いるコストを算出していま

す。

８  業務実施コスト計算書の概要 

 本学の平成29年度の業務実施コスト、すなわち国民の皆様にご負担いただいたコストは、約36億3百万
円となっています。日本の総人口（1億2千8百万人※）から算出すると、１人当たり約28円を負担してい
ただいたことになります。 [※平成30年１月１日現在、住民基本台帳に基づく全国の人口] 

 国立大学法人等業務実施コスト計算書とは、国立大学法人等の業務運営に関して国民の皆様が負担す
るコストを集約し、情報開示の徹底を図り、納税者である国民の皆様の国立大学法人等における業務に
対する評価・判断に資するための計算書です。 

※記載金額は百万円未満を四捨五入しているため、合計額が一致しない場合もあります。 
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国民１人当たりの業務実施コスト 
[単位：円] 



＜参考＞  財務指標 

  A 健全性 

【低い方が望ましい】 
 経常収益に占める運営費交付金収益の割合を示す指標です。 
 この数値が高いほど公財政への依存率が高いことを示しま
す。 

①運営費交付金比率   
【算式】 運営費交付金収益÷経常収益 

  B 効率性 

【高い方が望ましい】 
 短期的な支払能力がどの程度あるかを表し、一年以内に支
払うべき債務に対して、一年以内に現金化が可能な流動資産
がどの程度確保されているかを示す指標です。 
 この数値が高いほど健全性が高いことを示します。 

②流動比率   
【算式】 流動資産÷流動負債 

【低い方が望ましい】 
 業務費に占める人件費の割合を示す指標です。 
 この数値が高いほど人件費の割合が高く、労働集約型の費
用構造であることを示します。 

③人件費比率 
【算式】 人件費÷業務費 

【低い方が望ましい】 
 業務費に対する一般管理費の割合を示す指標です。 
 この数値が高いほど管理運営に使用する経費の割合が高く、
教育研究活動に使用する経費の割合が少ないことを示します。 

④一般管理費比率 
 【算式】 一般管理費÷業務費 

（注１）「同規模大学」とは、第３期中期目標期間初年度において、重点支援の枠組みが本学と同じ「①地域 
    のニーズに応える人材育成・研究を推進」であり、運営費交付金収入金額が本学と同程度（前後約 
    １０％）の大学としています。 
（注２）「教育系大学」とは、教育系学部のみで構成される以下の１１大学です。 
     北海道教育大学、宮城教育大学、上越教育大学、東京学芸大学、愛知教育大学、京都教育大学、大阪教育大学、 
     奈良教育大学、鳴門教育大学、福岡教育大学、兵庫教育大学 
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  C 発展性 

  D 活動性 

【高い方が望ましい】 
 経常収益に占める自己収入にかかる収益（授業料収益＋入
学料収益＋検定料収益＋雑益＋財務収益）の割合を示す比率
です。 
 この数値が高いほど公財政への依存率が低いことを示しま
す。 

⑥自己収入比率 
【算式】 自己収入÷経常収益 

【高い方が望ましい】 
 経常費用に占める教育経費（寄附金及び補助金含む）の割
合を示す指標です。 
 この数値が高いほど教育に使用する経費の割合が高く、教
育活動が充実していることを示します。 

⑦教育経費比率 
【算式】 教育経費÷経常費用 

【高い方が望ましい】 
 経常収益に占める外部資金収益（受託研究等収益、受託事業等収益、寄付金
収益、補助金等収益）の割合を示す指標です。 
 この数値が高いほど外部資金による活動性や収益性が高いことを示します。
このため、当該比率は増加していくことが望まれます。 
 運営費交付金が年々削減される中で、大学運営において外部資金を獲得する
ことは重要であるため、当該比率は増加していくことが望まれます。 

⑤外部資金比率  
（受託研究等収益＋受託事業等収益＋寄附金収益＋補助金収益）÷経常収益 

              ※科学研究費補助金等を除く。 

  【高い方が望ましい】 
 経常費用に占める研究経費の割合を示す指標です。 
 この数値が高いほど研究に使用する経費の割合が高く、研
究活動が充実していることを示します。 

⑧研究経費比率 
【算式】 研究経費÷経常費用 
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兵庫教育大学基金へのご協力のお願い 
 
「兵庫教育大学基金」は学生、留学生、卒業生・修了生及び教職員に対する
支援並びに教育研究環境の整備・充実等を図るために使用させていただくも
のです。 
 
◇基金の種類◇ 
 ●学生への修学支援事業 
  経済的理由により修学困難な学生に対する授業料の減免，奨学金の貸与 
  及び給付，海外留学に係る渡航費用の一部補助並びにリサーチ・アシス 
  タント又はティーチング・アシスタントとしての雇用 
 ●学生への育英事業 
  成績が優秀な学生に対する奨学金の給付 
 ●グローバル化推進事業 
  学生の海外留学に係る渡航費用の一部助成及び外国人留学生に対する奨 
  学金の給付 
 ●本学の教員又は大学院生に対する研究支援事業 
  本学の教員又は大学院生に対する研究支援 
 ●卒業生・修了生との連携活動事業 
  本学の卒業生・修了生と連携した研究活動への支援 
 ●教育研究環境整備事業 
  教室，学生寄宿舎等の施設・整備及びその他教育研究環境の整備 
 
◇寄附のお申込み◇ 
 ・インターネットまたはＦＡＸにより、申し込みができます。 
 ・ご寄附に対しては、税制上の優遇措置を受けられます。 
 
 詳しくは、以下の本学ウェブサイトをご覧ください。 
 兵庫教育大学ホームページ（兵庫教育大学基金） 
 https://www.hyogo-u.ac.jp/kikin_h290301.php 

 財務レポート２０１８ 
 ［平成２９事業年度］平成29年4月1日～平成30年3月31日 
 平成30年11月発行 
 【発 行】 
 国立大学法人兵庫教育大学 
  総務部財務課財務企画チーム 
 〒673-1494 兵庫県加東市下久米942-1 
 TEL 0795-44-2413    FAX 0795-44-2019 
 ホームページ https://www.hyogo-u.ac.jp 

【基金に関するお問い合わせ】 
兵庫教育大学基金事務室（総務部総務企画課総務チーム） 
TEL：0795-44-2007 FAX：0795-44-2009 
E-mail： gen-kikin@ml.hyogo-u.ac.jp 
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